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（登壇） 

（はじめに）  
令和３年第３回定例会の開会にあたり、議案についての説明に先

立ちまして、当面する諸課題の現況説明及び市政の要点を申し述べ、

議員各位並びに市民の皆さまの深いご理解とご協力をお願い申し上

げます。 

 

（新型コロナウイルス感染症対策） 

 はじめに、新型コロナウイルス感染症対策についてであります。 

全国的に新型コロナウイルスの感染拡大が続く中、各地で「緊急

事態宣言」や「まん延防止等重点措置」が適用されており、三重県

においては、先月２０日から「まん延防止等重点措置」、２７日から

は、「緊急事態宣言」が適用され、ますます予断を許さない事態が続

いております。 

県内の感染状況といたしましては、全国同様、感染力が強く重症

化しやすいと言われている変異株への置き換わりが進んでおり、８

月以降は、新規感染者数が急増し、先月２６日には、５００人を超

えるといった、これまでにない感染状況が続いております。 

９月に入り、県内においては、多少、感染者数は減少しつつある

ものの、まだまだ予測不能の状況が続いております。 

そして、政府は、今月１２日まで発令中の緊急事態宣言を、三重

県を含め、今月３０日まで延長する方向で調整し、本日、決定され

る予定となっております。 

このような中、基本的な感染予防対策は、変異株においても、従

来型と同様、「三つの密の回避」、「マスクの着用」、「手洗い」等であ

り、市民の皆さまには、ワクチンの接種の有無に関わらず、感染予

防対策を徹底していただくことに加え、日中を含めた不要不急の外

出の自粛、県境をまたぐ移動、特に緊急事態措置やまん延防止重点

措置が実施されている地域や、県内においても感染拡大地域との間

での不要不急の往来の自粛についてご協力を頂きますよう、お願い

しているところでございます。 
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また、主に発症予防や重症化予防に効果がある、新型コロナウイ

ルスワクチンにつきましては、６５歳以上の方の接種に続き、７月

中旬より、１６歳から６４歳以下の方を対象とした、集団接種及び

医療機関での個別接種を開始しており、現在順調に進めております。 

また、１２歳から１５歳の方につきましては、先月上旬に接種券

を発送し、順次、個別接種を開始致しております。 

そのような状況の中で、昨日８日現在、接種対象者の約８１％の

方、人数にして１３，０００人以上の方が１回目の接種を終えてお

ります。 

また、２回目の接種を終えた方は、現在、約６４％の１０，３０

０人で、今月１２日、１９日に予定しております集団接種により、

新たに２，０６０人の方が終えることになり、これにより、約１２，

４００人の方が接種を完了いたします。 

最終的には、ワクチン接種を希望される全ての方が、１０月中に、

接種を終えることを目指し、鋭意進めてまいります。 

 

（財政健全化） 

次に、財政健全化の取り組みについてであります。 

本市の財政状況は、人口減少、少子高齢化に加え、中部電力尾鷲

三田火力発電所の事業廃止等の影響を受け、主な自主財源である市

税収入が年々減少傾向にあります。 

一方、地方交付税については、本年度当初予算において、国勢調

査人口の減少による普通交付税の減額を見込んでいたものの、国の

政策による基準財政需要額の増加額が、国勢調査人口の減少影響額

を大幅に上回ったこと等により、予算額を大きく上回る結果となり

ました。 

このことから、今補正後の財政調整基金残高は１１億９，８８５

万７千円、基金総額では２１億４，４４６万７千円となる見込みで

あります。 

しかしながら、一時的な基金の増加をもって財政の健全化を判断

できるものではなく、本市の財政は、国の動向に大きく左右される
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依存体質であることに変わりはありません。 

従いまして、今後につきましても、将来の投資計画を踏まえた中

期的な財政収支を見通した上で、財政健全化の取組を引き続き着実

に進めていく必要があると考えているところであります。 

ご承知のとおり、本市においては、新しい人の流れの創出、産業

の振興、雇用の促進、防災・減災対策、福祉、教育環境の充実、公

共施設の老朽化対策など、取り組まなければならない行政課題が山

積している状況にあります。 

これらの政策を一つずつ着実に推進していくため、今後も私自身

が先頭に立ち、より一層の行財政改革を進め、効率的・効果的で持

続可能な行財政運営に努めてまいる所存であります。 

 

（第７次尾鷲市総合計画の策定） 

次に、第７次尾鷲市総合計画の策定についてであります。  
昨年度から本年５月までの間、５回の「尾鷲市総合計画審議会」

を開催させていただき、第７次尾鷲市総合計画における基本構想、

施策分野などについて活発なご議論をいただきました。  
そして、先月１１日に、第１回の審議部会を開催させていただき、

令和４年度から令和８年度までの「前期基本計画（案）」について、

審議会委員である市民の皆さまと行政とが一体となり、まちの将来

像を実現させるがために具体的な議論が始まりました。  
先月２６日・２７日に予定しておりました第２回の審議部会は、

新型コロナウイルス感染症の市内での感染者数が増加を続けており、

その現状を踏まえ延期とさせていただきましたが、今後の市内での

感染状況を見極めながら、随時、開催していきたいと考えておりま

す。  
今回の第７次総合計画策定にあたりましては、多くの市民の皆さ

まからのご意見を頂戴するために、市ホームページにおいて、各種

資料、審議会での配布資料や議事録など積極的な情報開示を行って

おり、「策定過程の見える化」を図るとともに、「実現性」・「実効性」

があり、かつ、皆さまに理解が得られる「わかりやすい計画」を策
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定していきたいと考えております。  
策定にあたりましては、市民の皆さまをはじめ、議員の皆さま、

関係者の皆さまのご協力と忌憚のないご意見をお願い申し上げると

ころであります。 

 

（おわせＳＥＡモデル構想） 

 次に、おわせＳＥＡモデル構想についてであります。 

 平成３０年の中部電力尾鷲三田火力発電所の廃止を受け、同年５

月に中部電力と「中部電力が所有する尾鷲三田火力発電所用地の有

効活用について、本市と中部電力が相互に協力し、共存共栄の理念

に基づき地域の活性化に努める」とした２者協定を締結いたしまし

た。 

 そして、用地の活用について、より具体的に検討を進めるため、

８月に尾鷲商工会議所と、オブザーバーに三重県、三重大学を迎え

「おわせＳＥＡモデル協議会」を設立いたしました。 

 それから３年が経過するなか、約１９万坪という広大な跡地にお

ける「おわせＳＥＡモデル構想」実現に向け、鋭意、企業誘致活動

などの取り組みを進めているところであります。 

 現在の進捗状況といたしましては、先の第２回定例会での一般質

問でお答えさせていただいたとおり、それぞれのプロジェクトにお

いて、スポーツ振興ゾーンの測量と基本計画策定、木質バイオマス

発電事業の事業化に向けた取り組み、陸上養殖事業に向けた実証試

験などを着実に進めているところであります。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が続く状況下にあっ

ても、その時々の状況に応じて、面談やリモートによって「おわせ

ＳＥＡモデル協議会」の定期会合を設けており、相互の事業進捗の

共有、継続した企業誘致活動などの協議を重ねているところであり

ます。 

 事業進捗につきましては、その都度、行政常任委員会において共

有させていただきますので、この一大プロジェクト成功のため、皆

さまのご理解とご協力をお願い申し上げる次第であります。 
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（林業・関連産業の振興） 

 次に、林業・関連産業の振興についてであります。 

日本を取り巻く森林は、木材価格の低下、後継者不足が顕著であ

り、不明森林の増加に伴う荒廃が進むなど、国土、環境保全の観点

からも、林業の振興と森林保全活動の一体的な推進は不可欠となっ

ています。 

こうしたなか、ヤフー株式会社から、日本初となる「カーボンニ

ュートラル」をテーマにした「企業版ふるさと納税」の対象となる

事業の募集があり、本市でも参画の意思を示し、「林業」を含めた「森

林保全」について、「脱炭素」という新たなアプローチから、維持・

再生させる仕組みづくりを目指した事業の推進をテーマに応募しま

した。 

そして、数々の審査を受け、最終プレゼンでは、私も本市として

の思い、考えを訴えさせていただき、既に報道されているとおり、

その第一弾となる寄附先として、本市を含む８自治体が採択された

ものでございます。 

国においては、２０５０年までに、温室効果ガスの排出を全体と

してゼロにする、すなわち２０５０年カーボンニュートラル、脱炭

素社会の実現を目指すことを宣言しており、これに伴い、２０３０

年度には、二酸化炭素等の温室効果ガス排出削減目標が４６％に引

き上げられ、全国の企業等では、企業活動にて排出される温室効果

ガスを削減、もしくは吸収するための排出量取引が必要となってい

ます。 

本市におきましては、先ずは市有林において、持続可能な国際森

林認証である「ＦＳＣ認証」と、江戸時代から続く伝統的な尾鷲ヒ

ノキ林業の継承を目的とした「日本農業遺産」の２つの強みと、「木

育」などの自然体験プログラムによる学びとを組み合わせた脱炭素

の仕組みを構築すべく、取り組みを進めてまいります。 

今回、ヤフー株式会社という全国ブランドの企業からご寄附を賜

ったことにより、本市の森林における脱炭素の取り組みが全国に周

知されましたが、本市の林業事業につながるビジネスチャンスと捉
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え、ＰＲ活動等を通じ、積極的に事業推進に取り組んでいきたいと

考えております。 

そして、本事業は、本年度で終了するものではなく、事業性に鑑

み、継続するものと聞いており、２０５０年に向けてのカーボンニ

ュートラルの実績を積み重ね、さらには、次の世代を創り支えてい

く今の子どもたちに、尾鷲の森林での自然体験、環境学習をする場

所と機会の創出につなげていきたいと考えております。 

詳細につきましては、関連する予算を計上しておりますので、予

算内容と合わせて行政常任委員会において説明させていただきます。 

 

（認定こども園の設置） 

次に、認定こども園の設置についてであります。 

認定こども園の設置に向けた経過といたしましては、本市からの

「認定こども園」の設置・運営についての申し入れに対して、社会

福祉法人尾鷲民生事業協会から同意をいただき、現在、来年４月に

尾鷲第四保育園を幼保連携型の「認定こども園」として移行するこ

とを目指し、県への認可申請に向けての取り組みを進めるとともに、

本年１０月には、「認定こども園」の園児の募集を開始する予定であ

ります。 

また、本市の幼児教育を、「認定こども園」で実施するにあたりま

しては、子育て中の保護者の皆さまへのアンケートや議員の皆さま

からいただいたご意見も参考としながら、教育・保育の目標設定や

内容について、教育委員会が主体となり取り組みを進めております。 

そして、先月には、尾鷲第四保育園の保護者説明会や、子育ての

専門的な立場の方や、子育て世代の代表の方で組織された「子ども

子育て会議」を開催し、「認定こども園」について、ご意見をいただ

いたところでございます。 

今後も、教育委員会、福祉保健課そして、尾鷲民生事業協会の３

者が連携し、様々な協議を行いながら、本市にとって、より良い「認

定こども園」ができるよう取り組んでまいります。 
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（三重とこわか国体・三重とこわか大会の中止） 

次に、「三重とこわか国体・三重とこわか大会」の中止についてで

あります。 

「三重とこわか国体・三重とこわか大会」につきましては、主催

する三重県や日本スポーツ協会など４者において、新型コロナウイ

ルス感染症の急拡大により開催は困難であると判断され、中止が合

意されました。 

そして、４者の合意を受け、「日本スポーツ協会国体委員会」で最

終的に「三重とこわか国体」の中止が決定されました。 

本市におきましては、オープンウォータースイミングの競技開催

に向け、鋭意、準備を進めてまいりましたが、開始２週間前に中止

が決定され、これまで準備をされてきた選手、関係者の皆さまと同

様、私といたしましても大変残念至極に思っております。 

しかしながら、全国及び県内での新型コロナウイルスの脅威的な

感染拡大を受けての結果であり、やむを得ないことではありますが、

これまで、多大な協力を賜りました競技団体などの関係機関、地域

の方々やボランティアの皆さまなど、関係者のご労苦に対し、深謝

申し上げる次第であります。 

 

（都市基盤整備） 

 次に、都市基盤整備についてであります。 

 昨年度から進めてきております、尾鷲市都市計画マスタープラン

の見直しにつきましては、庁内検討委員会を４回、策定委員会を３

回、地域別構想検討会を２回開催し、また議員の皆さまからもご意

見をいただき、先月２４日には、第２回目の尾鷲市都市計画審議会

を開催し、本マスタープランの見直しについて審議をして頂き、承

認されたことを報告させていただきます。 

 また、本定例会において、都市計画審議会で承認された内容を議

案として上程させていただいております。 

 

 次に、主要な都市基盤整備事業についてであります。 
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 平成２４年度に、近畿自動車道紀勢線の一部として、南海トラフ

巨大地震時における、広域的防災に資する高規格道路として着手さ

れました、一般国道４２号熊野尾鷲道路（Ⅱ期）事業が完成し、先

月２９日に開通を迎えることができました。 

 これもひとえに、国、県をはじめ、関係者の皆さま方のご支援と、

ご協力の賜物と深く感謝しております。 

 当地域にとって、近年の激甚化・頻発化・広域化する災害等に対

応するべく、災害に強い道路ネットワークの整備が必要であり、近

畿自動車道紀勢線の未開通区間の整備について、東紀州５市町にお

いて引き続き要望活動を行い、高規格道路のミッシングリンクの解

消及び一般国道とのダブルネットワーク化による、道路ネットワー

クの機能強化を進めて行きたいと思います。 

 また、一方で尾鷲北インターと南インターが直結することで、国

道４２号の通行量が減少するという懸念がある中、市域活性化策を

早急に具現化していかなければならないと考えております。 

 

（ふるさと納税事業） 

次に、ふるさと納税事業についてであります。 

ふるさと納税事業につきましては、平成２９年度以降毎年増加を

続けており、令和２年度は寄附件数 ２６，７２７人、寄附金額   

４０３，２８８，３０１円となっております。 

昨年度、寄附額が増額した要因は沢山ありますが、その中で、返

礼品として尾鷲の地場産品の魅力が寄附者に伝わったものと確信し

ております。 

今後も、返礼品の魅力をしっかり伝えるとともに、事業者の皆さ

まとともに、新規返礼品の開発や新しいマーケットの開発など積極

的に取り組んでまいります。 

さらには、本市にご寄附をしていただき、尾鷲を知って頂いた方々

との関係を深めることで、継続的に関係人口の創出・拡大に向けた

取り組みを行い、また頂戴した寄附者の願いや想いをしっかりと受

け止め、寄附金の使い道をご寄附していただいた方々にきちんと報
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告することで、共感を生み、尾鷲市版ふるさと納税事業の特色を大

いに発信するなど、寄附者のニーズを正しく把握し、さらに力を結

集し取り組んでまいります。 

 

 （定住移住促進事業） 

次に、定住移住についてであります。 

新型コロナウィルス感染拡大により、テレワークや企業のオフィ

ス縮小や分散化など、新型コロナウィルス感染拡大によるニューノ

ーマルを背景にした、新しい働き方や、地方移住を考える人が増加

しています。 

 コロナ禍での移住促進といたしましては、コミュニケーション型

移住Ｗｅｂサイトや、オンラインツールを活用し、情報発信や移住

サポートを実施していくとともに、本市への定住移住の裾野を拡大

していくために、２万人をはるかに超えるふるさと納税寄附者や、

観光などで訪れる交流人口に対し、地域との関係性をさらに深めた

関係人口を創出していく仕組みの構築を進めてまいります。 

 

（尾鷲総合病院の経営改善） 

 次に、尾鷲総合病院の経営改善についてであります。 

 尾鷲総合病院の経営につきましては、令和元年度から療養病棟を

地域包括ケア病棟に転換し、令和２年度からはＤＰＣ制度の導入な

ど新たな取り組みを行い、病院改革を積極的に取り組んだ結果、一

定の成果が出てきております。 

しかし、地域における人口減少に伴う患者数の減少に加え、新型

コロナウイルス感染症の影響もあり入院病棟の稼働率も低下してお

り、経営状況はまだまだ厳しい状況であります。 

 一方、新型コロナウイルス感染症に対し、尾鷲総合病院職員の日々

の感染対策や陽性患者の受け入れ等リスクと隣り合わせのなかでの

努力により、空床確保の補助金が交付されたため２年連続黒字を計

上することができ、資金不足についても解消することができました。 

 新型コロナウイルス感染症の収束が見えないなか、非常に厳しい
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経営状況ではありますが、「尾鷲総合病院新改革プラン」の計画に則

し、医療機器の更新や整備を行い、充実した地域医療が提供できる

よう努めるとともに、新型コロナウイルス感染症対策を十分に実施

し、皆さまが安心して尾鷲総合病院を受診できるよう取り組んでま

いります。 
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（提案説明） 

それでは、今回提案しております議案第４７号「尾鷲市過疎地域

持続的発展支援に伴う固定資産税の特例措置に関する条例の制定に

ついて」から、議案第６０号「尾鷲市都市計画マスタープランにつ

いて」までの１４議案について説明いたします。 

議案書の１ページをご覧ください。 

議案第４７号「尾鷲市過疎地域持続的発展支援に伴う固定資産税

の特例措置に関する条例の制定について」につきましては、「過疎地

域自立促進特別措置法」が令和３年３月３１日をもって失効し、「過

疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法」が新たに制定され

たことに伴い、「尾鷲市過疎地域自立促進対策に伴う固定資産税の特

例措置に関する条例」を廃止し、対象となる業種の用に供する施設・

設備の取得等をした者に係る固定資産税の課税免除に関し必要な事

項を定めるため、条例を制定するものであります。 

次に、４ページの議案第４８号「尾鷲市個人情報保護条例及び尾

鷲市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改

正について」につきましては、「行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律」が改正され、情報提供ネ

ットワークシステムの設置・管理主体が総務大臣から内閣総理大臣

に変更されたことによるものと、同法第１９条に第４号として新た

に１号が追加されたため、同条を引用している条文を改正するもの

であります。 

次に、６ページの議案第４９号「尾鷲市半島振興対策実施地域に

おける固定資産税の特例措置に関する条例の一部改正について」に

つきましては、半島振興法第１７条の地方税の不均一課税に伴う措

置が適用される場合等を定める省令の改正により、固定資産税の特

例措置の期間が２年間延長されたものと、租税特別措置法及び租税

特別措置法施行令の改正により、引用している条文を改正するもの

であります。 

次に、８ページの議案第５０号「令和３年度尾鷲市一般会計補正

予算（第８号）の議決について」から、１１ページの議案第５３号
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「令和３年度尾鷲市病院事業会計補正予算（第１号）の議決につい

て」までの４議案について、一括して説明いたします。 

お手元に配付の尾鷲市一般会計補正予算（第８号）主要事項説明

の１ページをご覧ください。 

  今回の補正予算計上額は、予算集計表に記載のとおり、一般会計

で６億９，００６万６千円、国民健康保険事業会計で４，２１３万

９千円、後期高齢者医療事業会計で５４９万６千円をそれぞれ追加、

病院事業会計では、歳入で４億６，０６０万８千円、歳出で１，６

８８万２千円をそれぞれ追加し、これにより各会計を含めた予算総

額を１９５億５，７８８万９千円とするものであります。 

 それでは、一般会計から説明いたします。 

 なお、今回の一般会計補正予算には、市長改選後の、いわゆる肉

付け予算が一部含まれております。 

 ２ページをご覧ください。 

  歳入の主なものについて説明いたします。 

 １０款、地方交付税は、普通交付税の額の確定により３億８，０

５８万４千円を増額するものであります。 

増額の主な要因は、当初予算においては、令和２年度国勢調査に

よる人口減少の影響等を踏まえ、臨時財政対策債との合算額で、前

年度比約１億円の減額を見込んでおりましたが、本年度の算定にお

いて、地域デジタル社会推進費が新たに算入されたことや、各算定

項目において単位費用及び補正係数が増加したことなどにより、人

口減少影響額を大幅に上回る増額があったことが主な要因でありま

す。 

１４款、国庫支出金２７８万円の増額は、各保育園等の新型コロ

ナウイルス感染症対策用消耗品等の購入に対する保育対策総合支援

事業費補助金１１４万６千円、及び避難路沿道建築物耐震診断事業

費補助金１１０万円の追加が主なものでございます。 

１５款、県支出金６２万３千円の増額は、大曽根浦漁港西網干場

舗装工事に対する県単漁港改良事業補助金１２０万円、三重県海岸

漂着物等対策事業補助金１６０万円のそれぞれ追加、森林環境保全
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直接支援事業補助金２８５万７千円の減額が主なものであります。 

１６款、財産収入６４２万２千円の増額は、立木売払収入であり

ます。 

１７款、寄附金２，６６０万円の増額は、「Ｙａｈｏｏ！ＪＡＰ

ＡＮ地域カーボンニュートラル促進プロジェクト」において採択さ

れた、みんなの森プロジェクト事業に対する、同社からの地方創生

応援寄附金２，５６０万円、及び市内１事業者から災害等対策寄附

金として１００万円のご寄附をいただいたものであります。 

１８款、繰入金６６５万７千円の増額は、都市計画事業の認可を

受けた尾鷲都市計画火葬場事業の本年度事業費に対する、都市計画

事業基金繰入金５００万円、及び前年度精算金として、国民健康保

険事業会計から１５４万円、後期高齢者医療事業会計から１１万７

千円をそれぞれ繰り入れるものであります。 

１９款、繰越金２億９，３９４万４千円の増額は、令和２年度決

算に伴う繰越金であります。 

２０款、諸収入６１９万６千円の増額は、受託造林事業収入６８

２万８千円の増額が主なものであります。 

２１款、市債３，３６０万円の減額は、令和３年度普通交付税の

算出に基づく臨時財政対策債発行可能額の確定による４，５９０万

円の減額、一般林道整備事業債７００万円の増額等が主なものであ

ります。 

次に、歳出であります。 

３ページをご覧ください。 

  各款別の補正額は、一覧表に記載のとおりであります。 

このうち、主なものについて、次のページで説明いたします。 

 ４ページをご覧ください。 

総務費の財産管理費は、基金積立金として、今補正に伴う財政調

整基金積立金５億３，９０９万８千円のほか、前年度の基金充当事

業の精算に伴うそれぞれの基金への積み戻し、及び災害等対策基金

積立金１００万円の追加であります。 

コミュニティセンター費は、現在、故障により仮設空調機で対応
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している梶賀コミュニティセンターの空調設備改修工事請負費４２

８万７千円の追加であります。 

民生費は、各事業における前年度精算金のほか、老人福祉費では、

聖光園事務室・面会室空調設備改修工事請負費１４８万５千円の追

加、児童措置費では、各保育園等への新型コロナウイルス感染症対

策支援事業補助金２５０万１千円の追加が主なものであります。 

５ページをご覧ください。 

衛生費は、下水道整備費で中川・矢の浜幹線下水路浚渫工事請負

費４００万円の追加が主なものであります。 

農林水産業費は、林道開設改良費で、林道大根須賀利線舗装工事

請負費７００万円の追加、管理費の市有林管理事業では、森林環境

保全直接支援事業委託料４６２万円の減額、受託造林管理事業では、

森林整備業務委託料６７２万円の増額、みんなの森プロジェクト事

業では、森林整備業務委託料１，７８０万円、及びみんなの森プロ

ジェクト推進業務委託料６７１万円の追加が主なものであります。 

また、漁港管理費では、漁港漂着物処理業務委託料２０２万円の

追加、漁港建設費では、大曽根浦漁港西網干場舗装工事請負費３１

０万円の追加であります。 

商工費は、観光費で、開催中止決定に伴うウォーキング大会運営

委託料１６０万円の皆減であります。 

土木費は、道路新設改良費で、市内各所道路改良工事請負費１，

５００万円の増額、住宅管理費で、避難路沿道建築物耐震診断補助

金２２０万円の追加であります。 

消防費は、常備消防費で、三重紀北消防組合負担金１６８万１千

円の減額であります。 

６ページをご覧ください。 

教育費は、事務局費で、タブレットパソコンを自宅で利用する際

に掛かる授業目的公衆送信補償金６万９千円の追加が主なものであ

ります。 

公債費は、令和２年度の起債額とその利率の確定などにより、公

債費元金で１４４万６千円の増額、公債費利子で５６４万３千円の
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減額であります。 

続きまして、債務負担行為補正について説明いたします。 

７ページをご覧ください。 

追加２件は、尾鷲市立養護老人ホーム聖光園指定管理料及び尾鷲

市地域資源活用総合交流施設指定管理料で、来年度以降における事

業の円滑な執行のため債務負担行為を設定するものであり、期間及

び限度額につきましては、表のとおりであります。  

８ページをご覧ください。 

国民健康保険事業特別会計は、４，２１３万９千円を追加し、歳

入歳出総額を２２億８，０８３万１千円とするものであります。 

歳入は、前年度からの繰越金４，１４５万７千円の増額が主なも

のであります。  

歳出は、基金積立金で、財政調整基金積立金１，９８４万７千円

の増額、諸支出金で、普通交付金前年度精算金２，０５０万８千円

の追加、及び事業費等の精算による一般会計繰出金１５４万円の増

額が主なものであります。 

９ページをご覧ください。 

後期高齢者医療事業特別会計は、５４９万６千円を追加し、歳入

歳出総額を６億７，０１５万２千円とするものであります。 

歳入は、前年度からの繰越金５４９万６千円の増額であります。 

歳出は、広域連合負担金５３７万９千円の増額、諸支出金で、事

務費等の精算による一般会計への繰出金１１万７千円の増額であり

ます。 

１０ページをご覧ください。 

病院事業会計であります。 

収益的収入及び支出では、医業外収益で、新型コロナウイルス感

染症対策の補助金４億４，０１２万９千円の増額、及び尾鷲総合病

院が行った医療従事者用新型コロナワクチン接種に対する委託金４

３７万９千円の増額により、４億４，４５０万８千円の増額であり

ます。 

支出では、医業外費用で、控除対象外消費税の増額等により７３
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万１千円の増額であります。 

資本的収入及び支出では、収入で、医療機器整備事業債の増額に

より、企業債が１，６１０万円の増額であります。 

支出では、関節鏡ビデオカメラシステム等医療機器購入費の増額

による建設改良費１，６１５万１千円の増額であります。 

次に、債務負担行為補正について説明いたします。 

１件の追加であります。これにつきましては、来年度以降におけ

る事業の円滑な執行のため、債務負担行為を設定するものでありま

す。 

ＭＲＩ更新事業につきましては、平成１８年に更新し稼働してい

るＭＲＩが、本年度末で保守が終了することから、令和４年度早々

の稼働を目指し、本年度中に機器購入及び保守の契約をするため、

計上するものであります。 

以上をもちまして、議案第４７号「尾鷲市過疎地域持続的発展支

援に伴う固定資産税の特例措置に関する条例の制定について」から、

議案第５３号「令和３年度尾鷲市病院事業会計補正予算（第１号）

の議決について」までの７議案の説明とさせていただきます。 

次に、議案書の１２ページをご覧ください。 

議案第５４号「令和２年度尾鷲市一般会計歳入歳出決算の認定に

ついて」から、１４ページの議案第５６号「令和２年度尾鷲市後期

高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算の認定について」までの３議

案につきましては、いずれも地方自治法第２３３条第３項の規定に

より、監査委員の意見を付けて議会の認定に付するものであり、後

ほど会計管理者から説明いたさせます。 

また、１５ページの議案第５７号「令和２年度尾鷲市病院事業会

計決算の認定について」と、１６ページの議案第５８号「令和２年

度尾鷲市水道事業会計未処分利益剰余金の処分及び決算の認定につ

いて」の２議案につきましては、地方公営企業法第３０条第４項の

規定により、監査委員の審査に付し、その意見を付けて議会の認定

に付するものであり、それぞれ病院事務長及び水道部長から後ほど

説明いたさせますので、よろしくお願い申し上げます。 
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 次に、議案書の１７ページをご覧ください。 

議案第５９号「尾鷲市過疎地域持続的発展計画について」につき

ましては、「過疎地域自立促進特別措置法」が令和３年３月３１日

をもって失効し、新たに過疎地域における計画的な対策を実施する

ため、令和１３年３月３１日までの１０年間を期限とする「過疎地

域の持続的発展の支援に関する特別措置法」が制定されたことに伴

い、本市において５年間を計画期間とする「尾鷲市過疎地域持続的

発展計画」を定めるため、同法第８条第１項の規定により、議会の

議決を求めるものであります。 

次に、１８ページの議案第６０号「尾鷲市都市計画マスタープラ

ンについて」につきましては、これまでの計画の策定から１０年余

りを経過し、本市を取り巻く社会情勢も刻々と変化しており、市民

が安全で誰もが快適に暮らせるまちを目指し、現状を踏まえた様々

な課題に対応できる方策を具体的に検討・推進していかなければな

らないことから、現行のマスタープランを見直し、本市が東紀州の

中心的な広域交流拠点都市として発展し、市民参加のもと中心市街

地や集落などが持つ独自の個性を育みながら活性化していくための

計画を策定するため、尾鷲市議会基本条例第９条第２号の規定によ

り、議会の議決を求めるものであります。 

以上をもちまして、議案第５９号「尾鷲市過疎地域持続的発展計

画について」及び議案第６０号「尾鷲市都市計画マスタープランに

ついて」の２議案の説明とさせていただきます。 

 それでは、会計管理者、病院事務長及び水道部長より、各会計の

決算の認定等について説明いたさせますので、よろしくお願い申し

上げます。 

（降壇） 
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（登壇） 

（会計管理者） 

それでは、議案第５４号「令和２年度尾鷲市一般会計歳入歳出決

算の認定について」から、議案第５６号「令和２年度尾鷲市後期高

齢者医療事業特別会計歳入歳出決算の認定について」までの３議案

につきまして、「令和２年度尾鷲市一般会計・特別会計歳入歳出決算

主要説明書」に基づき、それぞれの決算概要を説明いたします。 

１ページをご覧ください。 

この表は「一般会計及び特別会計の決算総括表」であります。 

各会計別に見てみますと、一般会計では歳入歳出とも予算現額は

同額の１３４億７，６４３万９千円に対し、歳入決算額は１３４億

３，８０２万６，９２５円、予算現額に対する収入率は９９．７％

であります。 

歳出決算額は１３１億２，７０２万１３９円で、執行率は９７．

４％となり、歳入歳出差引残額は、３億１，１００万６，７８６円

であります。 

次に、国民健康保険事業特別会計では、歳入歳出とも予算現額は、

同額の２３億７３２万６千円に対し、歳入決算額は２２億７，９４

８万３，１８８円、予算現額に対する収入率は９８．７％でありま

す。 

歳出決算額は２２億３，８０２万４，９７３円、執行率は９６．

９％、歳入歳出差引残額は、４，１４５万８，２１５円であります。 

後期高齢者医療事業特別会計は、歳入歳出とも予算現額は同額の

６億４，４０１万６千円に対し、歳入決算額は、６億４，４５４万

１，３６３円、予算現額に対する収入率は１００.０％であります。 

歳出決算額は６億３，９０４万４，４９４円、執行率は９９．２％、

歳入歳出差引残額は、５４９万６，８６９円であります。 

以上、令和２年度の決算総額は、予算現額１６４億２，７７８万

１千円に対し、歳入決算額は、１６３億６，２０５万１，４７６円、

予算現額に対する収入率は９９．５％であります。 

歳出決算額は１６０億４０８万９，６０６円、執行率は９７.４％、
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歳入歳出差引残額は、３億５，７９６万１，８７０円であります。 

次に、２ページをご覧ください。 

実質収支額ですが、区分３の歳入歳出差引額から、区分４の翌年

度へ繰越すべき財源を差し引いたものが、区分５の実質収支額とな

ります。 

一般会計の実質収支額について、翌年度へ繰越すべき財源の繰越

明許費繰越額が１，７０６万１千円でございますので、これを差し

引いた２億９，３９４万５，７８６円が実質収支額となり、令和３

年度への繰越金となります。 

なお、この繰越明許費繰越額１，７０６万１千円は、６月１８日

に開会されました、令和３年第６回臨時会の「報告第１号」にて報

告させていただきました、令和２年度尾鷲市一般会計繰越明許費繰

越計算書に記載の翌年度繰越額８，３８７万２千円の財源内訳にお

ける一般財源分であります。 

特別会計については、翌年度へ繰越すべき財源がありませんので、

国民健康保険事業特別会計以下各特別会計の実質収支額は歳入歳出

差引額と同額で、記載のとおりであります。 

次に、３、４ページをご覧ください。 

それでは、一般会計歳入歳出決算の概要を歳入款別決算額調によ

り、各款別の主なものについてご説明いたします。 

１款市税は、予算現額１９億５，０９６万７千円に対し、調定額

は２１億６６３万４，３２７円、収入済額は１９億９，６７７万５，

７５０円、一般会計収入済額全体（構成比）の１４.９％を占めてお

ります。 

前年度との比較は２，３５２万１，８１７円の減少となっており、

その主な要因は市民税及び市たばこ税の減収であります。 

不納欠損額は２５２万４，５３８円、前年度との比較は３２２万

７，２０５円の減少であります。 

収入未済額は１億７３３万３，９９４円、前年度との比較は、 

１，７９１万５，４６３円の増加であり、収納率は９４.７％であ

ります。 
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２款地方譲与税の収入済額は７，７８７万２，０００円、前年度

との比較は１，３６９万３，９９５円の増加であります。 

これは、森林環境譲与税の増加によるものであります。 

３款利子割交付金の収入済額は２１３万３千円、前年度との比較

は７万６千円の増加であります。 

４款配当割交付金の収入済額は９８９万６千円、前年度との比較

は６３万１千円の減少であります。 

５款株式等譲渡所得割交付金の収入済額は１，０６８万８千円、

前年度との比較は４９３万５千円の増加であります。 

６款法人事業税交付金は平成３１年度税制改正に伴い新設された

科目で、収入済額は１，０６１万５千円であります。 

７款地方消費税交付金の収入済額は４億６６万５千円、前年度と

の比較は７，１５７万１千円の増加であります。 

自動車取得税交付金につきましては、自動車取得税の廃止、環境

性能割の導入に伴い、廃止となりました。 

８款環境性能割交付金の収入済額は５８５万５，３１３円、前年

度との比較は３１３万１，３１３円の増加であります。 

次に、５、６ページをご覧ください。 

９款地方特例交付金の収入済額は１，１３９万４千円、前年度と

の比較は１，０２６万円の減少であります。 

これは、子ども・子育て支援臨時交付金の皆減が要因であります。 

１０款地方交付税の収入済額は３８億７，２８５万９千円、一般

会計収入済額全体の２８.８％を占めております。 

前年度との比較は４，２５７万２千円の増加であります。 

１１款交通安全対策特別交付金の収入済額は１，７７０万円、前

年度との比較は２１万５千円の減少であります。 

１２款分担金及び負担金の収入済額は７，７７１万６，８６３円、

前年度との比較は４，１２１万６，１３９円の減少であります。 

不納欠損額は２４０万８，３８０円で、全額、保育所入所保護者

負担金の過年度分であります。 

収入未済額は２４９万５，９６０円、主なものは保育所入所保護
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者負担金２４０万６，０００円であります。 

１３款使用料及び手数料の収入済額は１億１，３３０万１７４円、

前年度との比較は６３５万４，１６２円の減少であります。 

不納欠損額は１８万１，３００円で、し尿処理手数料過年度分９

万６，３００円、幼稚園保育料過年度分８５，０００円であります。 

収入未済額は７９４万５，５８６円、主なものは市営住宅使用料

が７５５万４，４００円、し尿処理手数料が３７万４，５００円で

あります。 

１４款国庫支出金の収入済額は３３億６，２６５万１，８１２円、

前年度との比較は２４億１，９５１万１，０９２円の増加でありま

す。 

これは主に民生費国庫負担金及び総務費国庫補助金の増加による

ものであります。 

１５款県支出金の収入済額は５億６，３２０万８，７２４円、前

年度との比較は３，０７５万３，６００円の増加であります。 

これは主に、民生費県負担金及び農林水産業費県補助金の増加に

よるものであります。 

次に、７、８ページをご覧ください。 

１６款財産収入の収入済額は４，００１万４，６９６円、前年度

との比較は４，４２８万３，９８４円の減少であります。 

これは、不動産売払収入等の減少によるものであります。 

１７款寄附金の収入済額は４億２，９８３万５，１０１円、前年

度との比較は２億８，６４７万７，７７０円の増加であります。 

これは、ふるさと寄附金制度による寄附金、ふるさと納税の総務

費寄附金の増加が主な要因であります。 

１８款繰入金の収入済額は１１億２，７１３万２，３０９円、前

年度との比較は２億７，６８５万９，６７８円の増加であります。 

これは、財政調整基金繰入金の増加が主な要因であります。 

１９款繰越金の収入済額は１億９，３１７万６，５９６円で、前

年度との比較は２，６０２万９，７９５円の減少であります。 

２０款諸収入の収入済額は１億５，７７６万７，５８７円、前年
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度との比較は２，４３６万１，９５１円の減少であり、これは、雑

入の民生費雑入の増加及び農林水産業費雑入の減少が主な要因であ

ります。 

不納欠損額は８６万５，５３０円で、民生費雑入の生活保護法第

６３条及び７８条による返還金過年度分であります。 

収入未済額は１，１４７万１，６６４円、主なものは、奨学資金

貸付金返還金が６６万７，５００円、生活保護法第６３条、第７８

条及び第７８条の２による返還金が１，０８０万４，１６４円であ

ります。 

２１款市債の収入済額は９億７，２７０万円、前年度との比較は

５，５５０万円の増加であります。 

これは、総務債の増加によることが、主な要因であり、目別の増

減については備考欄のとおりであります。 

以上、一般会計の歳入合計は、予算現額１３４億７，６４３万円

９千円に対しまして、調定額１３５億７，３２５万３，９２２円、

収入済額は１３４億３，８０２万６，９２５円、前年度との比較は

３０億２，７８９万７７３円の増加となり、不納欠損額は５９７万

９，７９３円、収入未済額は、１億２，９２４万７，２０４円、収

入未済額の大半は市税であります。 

歳入全体の予算に対する収入割合は９９．７％、調定に対する収

入割合は９９．０％であります。 

一般会計歳入の款別の決算額につきましては以上であります。 

なお、参考に予算現額と収入済額との比較で、各節の増減額５０

万円以上のものにつきましては、その主な理由を本主要説明書の３

１ページから３４ページにかけて記載しておりますので後ほどご参

照ください。 

次に、９、１０ページをご覧ください。 

一般会計の歳出款別決算額調であります。 

歳入同様、主なものについてご説明いたします。 

１款議会費は、支出済額１億１，５０３万７，１２０円、前年度

との比較は１４０万３７１円の減少であります。 
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この主な要因は、議員報酬等における議員報酬、共済費等の減少

によるものであります。 

執行率は９６.８％であります。 

２款総務費は、支出済額４７億８，６２５万３，８４３円、前年

度との比較は２５億５，４４９万９，９３３円の増加であります。 

主な要因は、総務管理費における、諸費の増加によるものであり

ます。 

翌年度繰越額４０３万７千円は、損害賠償請求事件に係る報償費

５２万８千円、尾鷲市港まちづくりビジョン作成事業３５０万９千

円であります。 

執行率は９６．８％であります。 

３款民生費は、支出済額３３億１，９６８万７，２１０円、前年

度との比較は９，７８６万５，８６７円の増加であります。 

この主な要因は、児童福祉費における児童措置費の増加によるも

のであります。 

執行率は９８．７％であります。 

４款衛生費は、支出済額１４億５，２８３万９，９２９円、前年

度との比較は４，８６９万１，６５２円の増加であります。 

この主な要因は、上水道費の増加によるものであります。 

翌年度繰越額１，３３７万円は、感染症予防対策事業であります。 

執行率は９７．４％であります。 

次に、１１、１２ページをご覧ください。 

５款農林水産業費は、支出済額２億９，５０８万５，５８７円、

前年度との比較は、１，４２１万６，１８５円の増加であります。 

この主な要因は、水産業費における漁港建設費の増加によるもの

であります。 

執行率は９６．４％であります。 

６款商工費は、支出済額３億７，４７２万４，５２０円、前年度

との比較は２億５，９４８万８，７７７円の増加であります。 

この主な要因は、商工費における商工振興費の増加によるもので

あります。 
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執行率は９８.５％であります。 

７款土木費は、支出済額３億６，３２８万６，７９６円、前年度

との比較は３，３６７万４，２９５円の増加であります。 

この主な要因は、道路橋梁総務費の増加によるものであります。 

翌年度繰越額３，０１４万円は、上岡第一陸橋外２橋維持修繕事

業８３３万８千円、急傾斜地崩壊対策事業９８２万３千円、尾鷲市

都市計画マスタープラン見直し事業１，１９７万９千円であります。 

執行率は９０.５％であります。 

８款消防費は、支出済額４億７，６２７万７，０８５円、前年度

との比較は１，２１８万４，３５０円の減少であります。 

この主な要因は、消防費における非常備消防費の減少によるもの

であります。 

執行率は９０.６％であります。 

９款教育費は、支出済額６億６，３０９万５０８円、前年度との

比較は５，２８６万４，６６６円の減少であります。 

この主な要因は、教育総務費における事務局費の減少によるもの

であります。 

翌年度繰越額３，６３２万５千円は尾鷲中学校トイレ改修事業３，

５９９万２千円と成人式事業３３万３千円であります。 

執行率は９０.６％であります。 

次に、１３、１４ページをご覧ください。 

１０款災害復旧費は、支出済額４，０６１万３，１００円、前年

度との比較は２，５０３万８，２００円の減少であります。 

この主な要因は、公共土木施設災害復旧費の減少によるものであ

ります。 

執行率は９７．４％であります。 

１１款公債費は、支出済額１２億４，０１２万４，４４１円、前

年度との比較は６８８万８，５３９円の減少であります。 

１２款予備費は、不執行であります。 

以上、歳出合計は、予算現額１３４億７，６４３万９千円に対し、

支出済額は１３１億２，７０２万１３９円で、前年度との比較は２
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９億１，００６万５８３円の増加であります。 

翌年度繰越額は８，３８７万２千円、不用額は２億６，５５４万

６，８６１円、執行率は９７.４％であります。 

なお、この一般会計歳出の不用額でございますが、各節で５０万

円以上のものにつきましては、その主な理由を３５ページから４２

ページにかけて記載していますので、後ほどご参照ください。 

次に、１５ページから２０ページにつきましては、令和２年度一

般会計の各種資料であります。 

１５、１６ページは、一般会計の歳入・歳出決算額を円グラフで

表したものであります。 

１７、１８ページは、一般会計の歳出決算額を性質別に分類し、

前年度と比較したものと、性質別経費を円グラフで表したもの、１

９、２０ページは、平成１７年度から令和２年度までの国保・老人

保健・後期高齢・公共下水各特別会計への繰出金と、病院及び水道

の企業会計並びに消防・広域連合などの一部事務組合等への負担金

について、支出状況をまとめたものですので、後ほどご参照くださ

い。 

一般会計決算の概要説明は以上であります。 

次に、各特別会計の概要についてご説明いたします。 

２１、２２ページをご覧ください。 

この表は、国民健康保険事業特別会計の歳入款別決算額調であり

ます。 

１款国民健康保険税は、予算現額３億７，４１３万４千円に対し、

調定額は４億６，７７８万６，４３４円、収入済額は３億７，９９

２万４，４７２円、本特別会計収入済額全体の１６．７％を占めて

おります。 

前年度との比較は、３，２４６万２，７８１円の増加であります。

詳細は備考欄のとおりであります。 

不納欠損額は１３２万１，０２６円、前年度との比較は、１８０

万５，９２４円の減少であります。 

収入未済額は８，６５４万９３６円、前年度より３２１万７，３
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０２円の増加であります。 

収入率は１０１．５％、収納率は８１．２％であります。 

２款国庫支出金は、収入済額５０１万２千円、前年度との比較は

３８１万９千円の増加であります。 

この主な要因は、社会保障・税番号制度システム整備費補助金等

の増加であります。 

３款県支出金の収入済額は１６億３，７０５万１，５９５円、本

特別会計収入済額全体の７１．８％を占めております。 

前年度との比較は１億９８９万４，３９２円の減少であります。 

この主な要因は、普通交付金等の減少によるものであります。 

４款財産収入は、基金運用収入８千円であります。 

５款繰入金は、収入済額２億１，５１９万３，１４８円、前年度

との比較は６，１７７万９，４８６円の減少であります。 

この主な要因は、国保財政調整基金繰入金等の減少であります。 

６款繰越金は、前年度からの繰越金３，７４９万９，０３６円で

あります。 

７款諸収入は、収入済額４８１万４，９３７円、一般分第三者納

付金の収入であります。 

前年度との比較は６１０万８，２４５円の減少であります。 

収入未済額の９万３，１２３円は、雑入の一般分医療費返納金で

あります。 

以上、国民健康保険事業特別会計の歳入合計は、予算現額２３億

７３２万６千円に対し、調定額２３億６，７４３万８，２７３円、

収入済額２２億７，９４８万３，１８８円、不納欠損額１３２万１，

０２６円、収入未済額８，６６３万４，０５９円であります。 

収入率は９８．６％、収納率は９６．２％であります。 

次に、２３、２４ページをご覧ください。 

国民健康保険事業特別会計の歳出款別決算額調であります。 

１款総務費は、支出済額５，４０８万８，３２３円、前年度との

比較は３７４万１，６０１円の減少であります。 

執行率は９６．７％であります。 
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２款保険給付費は、支出済額１５億５，２６２万９，４０４円、

支出済額全体の６９．４％を占めております。 

前年度との比較は１億１，５４６万８，８０８円の減少でありま

す。 

この主な要因は、療養諸費における一般分療養給付費等の減少に

よるものであります。 

執行率は９５．９％であります。 

３款国民健康保険事業費納付金は、支出済額５億４，５８４万９，

５５０円、前年度との比較は３，５３１万７，３９８円の減少であ

ります。 

この主な要因は、一般被保険者医療給付費分納付金の減少による

ものであります。 

執行率は９９．９％であります。 

４款共同事業拠出金は、支出済額２４０円であります。 

５款保健事業費は、支出済額２，６９７万５，８６１円、前年度

との比較は３２１万６，３７３円の増加であります。 

この主な要因は、特定健康診査等事業費の増加によるものであり

ます。 

執行率は９６．６％であります。 

６款基金積立金は、支出済額４，３９６万６千円、国保財政調整

基金への積立金であります。前年度との比較は１，２５９万５千円

の増加であります。 

７款公債費につきましては、不執行であります。 

次に、２５、２６ページをご覧ください。 

８款諸支出金は、支出済額１，４５４万５，５９５円、前年度と

の比較は、６１２万８，０１８円の減少であります。 

この主な要因は、一般会計繰出金の減少によるものであります。 

執行率は９１.９％であります。 

以上、国民健康保険事業特別会計の歳出合計は予算現額２３億７

３２万６千円に対しまして、支出済額は２２億３，８０２万４，９

７３円、前年度との比較は１億４，４８４万４，６８２円の減少で
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あります。 

不用額は６，９３０万１，０２７円、執行率は９６.９％でありま

す。 

なお、歳入歳出各節５０万円以上の比較増減及び不用額の理由に

つきましては、４３、４４ページに記載してありますので、後ほど

ご参照ください。 

次に、後期高齢者医療事業特別会計の決算概要について、ご説明

いたします。 

２７、２８ページをご覧ください。 

後期高齢者医療事業特別会計の歳入款別決算額調でございます。 

１款後期高齢者医療保険料は、予算現額２億１，２７４万５千円

に対し、調定額は２億１，７９９万１，１０１円、収入済額は２億

１，４２８万１，２５１円、本特別会計収入済額全体の３３．２％

を占めております。 

前年度との比較は９５８万６，９２０円の増加であります。 

この主な要因は、特別徴収保険料の増加によるものであります。 

収入率は１００．７％、収納率は９８．２％であります。 

不納欠損額は１２万９，１９９円、収入未済額は３５８万６５１

円であります。 

２款繰入金の収入済額は４億２，５４７万１，５４７円、前年度

との比較は１，５２６万２，５１０円の増加であります。 

この主な要因は、事務費繰入金の増加によるものであります。 

３款繰越金の収入済額は４６０万３，７６５円で、前年度からの

繰越金であります。 

４款諸収入の収入済額は、１万９，８００円、前年度との比較は

１，５０９万５，５７７円の減少であります。 

この主な要因は、前年度精算金の減少によるものであります。 

５款国庫支出金の収入済額は、１６万５千円で高齢者医療制度円

滑運営事業補助金であります。 

以上、後期高齢者医療事業特別会計の歳入合計は、予算現額６億

４，４０１万６千円に対し、調定額は、６億４，８２５万１，２１
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３円、収入済額は、６億４，４５４万１，３６３円、不納欠損額１

２万９，１９９円、収入未済額３５８万６５１円、収入率は１００．

０％、収納率は９９.４％となりました。 

次に、２９、３０ページをご覧ください。 

後期高齢者医療事業特別会計の歳出款別決算額調であります。 

１款総務費の支出済額は８，３５２万２，４２６円、前年度との

比較は２９３万９，４６７円の減少で、執行率は９６.７％でありま

す。 

２款広域連合負担金の支出済額は、６億２，４３３万５，７０７

円、支出総額の９７．７％を占めております。 

前年度との比較は１，９６７万７，９４２円の増加で、この主な

要因は、療養給付費負担金の増加によるものであります。 

執行率は９９．３％であります。 

３款諸支出金の支出済額は６３５万６，３６１円、前年度との比

較は９９３万８，９５３円の減少で、この要因は、一般会計繰出金

の減少であります。 

執行率は８８．４％であります。 

以上、後期高齢者医療事業特別会計の歳出合計は、予算現額６億

４，４０１万６千円に対しまして、支出済額６億３，９０４万４，

４９４円、不用額４９７万１，５０６円、執行率は９９．２％であ

ります。 

なお、歳入歳出各節５０万円以上の比較増減及び不用額の理由に

つきましては、４７、４８ページに記載してありますので、後ほど

ご参照ください。 

以上をもちまして、議案第５４号「令和２年度尾鷲市一般会計歳

入歳出決算の認定について」から、議案第５６号「令和２年度尾鷲

市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算の認定について」まで

の３議案の説明とさせていただきます。 

また、監査委員の審査意見書並びに主要施策の成果及び実績報告

書も後ほどご参照ください。 

なお、内容の詳細につきましては、行政常任委員会におきまして
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ご説明いたしますので、何卒、ご審議賜りますようよろしくお願い

申し上げます。 

（降壇） 
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（登壇） 

（病院事務長） 

議案第５７号「令和２年度尾鷲市病院事業会計決算の認定につい

て」につきまして説明いたします。 

まず、決算のご説明の前に、令和２年度の病院稼働状況について、

説明申し上げます。 

令和２年度尾鷲市病院事業会計決算書の１９ページの業務、１．

業務量（１）稼働状況をご覧ください。 

令和２年度の入院の延患者数は、一般病床が３万８，６４１人、

療養病床が１万３，４４６人、合計、５万２，０８７人で、前年度

と比較して１万４，０９１人減少しております。また、病床利用率

は、一般病棟の病床数１９９床に対して５３．２％、地域包括ケア

病棟の療養病床数５６床に対して６５．８％、全体の病床利用率は

５６％で、前年度の利用率と比較して１４．９ポイントの減となっ

ております。 

外来の延患者数は、８万５，１０４人で、前年度と比較して   

８，１６１人減少しております。 

次に、２０、２１ページをご覧ください。 

（２）科別患者取扱状況は、前年度対比で見ますと、入院では、

小児科で１２人、眼科で１４７人、泌尿器科で１８９人増加してお

りますが、内科が９，１９０人、外科が４，３３２人、整形外科が

６３９人、産婦人科が１７７人、皮膚科が１０１人減少しておりま

す。 

また、外来では、精神科が１７人増加しておりますが、内科が２，

０８５人、脳神経内科が４３１人、外科が１，６５９人、脳神経外

科が３３７人、整形外科が１，５５０人、小児科が８４８人、産婦

人科が１８３人、耳鼻咽喉科が３９３人、眼科が３４３人、皮膚科

が３０３人、泌尿器科が４０人、放射線科が６人減少しております。 

それでは、令和２年度尾鷲市病院事業会計決算の主な内容につい

て、ご説明いたします。 

１、２ページをご覧ください。 
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（１）収益的収入及び支出の収入では、第１款、病院事業収益の

予 算 額 ４ ３ 億 ５ ， ２ ４ ０ 万 ２ 千 円 に 対 し 、 決 算 額 は 、 ４ ４ 億    

８，１３３万６，５６１円で、予算額に比べ１億２，８９３万４，

５６１円の増であります。 

次 に 、 支 出 で は 、 第 １ 款 、 病 院 事 業 費 用 の 予 算 額 、 ４ ０ 億     

２ ， １ ４ ２ 万 ７ 千 円 に 対 し 、 決 算 額 は 、 ３ ９ 億 ６ ,１ ２ ０ 万     

２，８３０円で、不用額は６，０２２万４，１７０円であります。 

次に、３、４ページをご覧ください。 

（２）資本的収入及び支出の収入では、第１款、資本的収入の予

算額３億７，１３１万９千円に対し、決算額は、３億７，１３７万

８千円で、予算額に比べ５万９千円の増であります。 

次に、支出では、第１款、資本的支出の予算額５億１，８２８万

１千円に対し、決算額は、５億５４１万４，４０４円で、不用額は

１，２８６万６，５９６円であります。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額、１億３，４０

３万６，４０４円につきましては、全額、一時借入金で措置してお

ります。 

次に、５、６ページの損益計算書をご覧ください。 

１医業収益は、３２億９，４０４万８，２４３円、２医業費用は、

３ ７ 億 ４ ， ６ ８ ６ 万 ５ ， ２ １ ３ 円 で 、 医 業 損 失 は 、 ４ 億     

５，２８１万６，９７０円であります。 

３医業外収益は、１１億７，１６６万６,０４２円、４医業外費用

は 、 １ 億 ９ ， ４ ９ ０ 万 ４ ， １ ９ ５ 円 で 、 医 業 外 収 支 は 、 ９ 億     

７，６７６万１，８４７円であります。 

この額から医業損失を差し引いた５億２，３９４万４，８７７円

が経常利益であります。 

５ 特 別 利 益 は 、 ６ ３ ２ 万 ７ ， ３ ５ ４ 円 、 ６ 特 別 損 失 は 、     

１，２００万円で、経常利益からこの収支差を差し引いた当年度純

利益は、５億１，８２７万２，２３１円であります。 

これに、前年度繰越欠損金２８億６，７１２万９７２円を差し引

いた当年度未処理欠損金は、２３億４，８８４万８，７４１円とな
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り、この額を翌年度に繰り越しするものであります。 

次に、７、８ページの剰余金計算書をご覧ください。 

資本金の当年度末残高は、前年度末残高と同額の２億８５万６，

０９５円であります。 

次に、資本剰余金の受贈財産評価額、寄附金及び国県補助金の当

年 度 末 残 高 は 、 前 年 度 末 残 高 と 同 額 の そ れ ぞ れ ３ ， １ ３ ０ 万    

９，４１２円、１，８２７万６，６５０円 、１億６，６９６万     

３，７６２円であります。 

その他資本剰余金は、非償却資産分に係る一般会計からの元金償

還繰入金１，１３１万７千円により 、当年度末残高は、２６億   

９２９万７，４２１円であります。 

こ れ ら を 合 計 し た 資 本 剰 余 金 の 当 年 度 末 残 高 は 、 ２ ８ 億    

２，５８４万７，２４５円であります。 

次に、利益剰余金は、当年度純利益５億１，８２７万２，２３１

円により、当年度末残高は、マイナス２３億４，８８４万８，７４

１円であります。 

次に、７ページ下段の欠損金処理計算書をご覧ください。 

いずれも、当年度処分額はありませんので、資本金の処分後残高

は、２億８５万６，０９５円、資本剰余金の処分後残高は、２８億

２，５８４万７，２４５円、未処理欠損金の処分後残高は、マイナ

ス２３億４，８８４万８，７４１円であります。 

次に、９ページから１１ページまでの貸借対照表について、ご説

明いたします。 

まず、９ページ、資産の部をご覧ください。 

１固定資産の（１）有形固定資産は、イからヘまでのそれぞれの

資 産 額 か ら 減 価 償 却 累 計 額 を 差 し 引 い た ２ ８ 億 ３ ， ６ ４ ３ 万   

１，６６９円であります。 

（２）無形固定資産は、３２７万９，２００円であります。 

（３）投資その他の資産は、６３５万２，６６０円で、これら固定

資産合計は、２８億４，６０６万３，５２９円であります。 

次に、２流動資産は、（１）現金預金、（２）未収金、（３）貯蔵品
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を合わせた流動資産合計、８億６，７１１万６，６１５円でありま

す。 

固定資産、流動資産を合わせた資産合計は、３７億１，３１８万

１４４円であります。 

次に、１０ページ、負債の部をご覧ください。 

３固定負債の（１）企業債は、令和４年度以降償還予定の企業債

１５億５，２２１万２，５３０円であります。 

（２）引当金は、退職給付引当金として本年度までに計上した  

４ 億 ４ ， ２ ４ ８ 万 ２ ， ４ ３ ０ 円 で 、 固 定 負 債 合 計 は 、 １ ９ 億     

９，４６９万４，９６０円であります。 

４流動負債の（１）一時借入金は、１億４，０００万円で、前年

度と比較して２億１，０００万円の減であります。 

（ ２ ） 企 業 債 は 、 令 和 ３ 年 度 償 還 予 定 の ３ 億 ４ ， ９ １ １ 万    

７，９０８円であります。 

（３）未払金は、１億７，２１９万６，７６７円であります。 

（４）引当金は、イ賞与引当金、ロ法定福利費引当金で、引当金

合計は、１億２，９７４万８，１６８円であります。 

（５）その他流動負債は、１，９３４万４，９０４円で、流動負

債合計は、８億１，０４０万７，７４７円であります。 

５繰延収益は、収益化累計額を差し引きした長期前受金が、２億

３，０２２万２，８３８円で、固定負債、流動負債、繰延収益を合

わせた負債合計は、３０億３，５３２万５，５４５円であります。 

次に、１１ページ、資本の部をご覧ください。 

６資本金は、２億８５万６，０９５円であります。 

７剰余金の（１）資本剰余金は、イ受贈財産評価額、ロ寄附金、

ハ国県補助金、ニその他資本剰余金を合計した２８億２，５８４万

７，２４５円であります。 

（ ２ ） 欠 損 金 は 、 イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 と 同 額 の ２ ３ 億     

４，８８４万８，７４１円となり、これを資本剰余金から差し引い

た４億７，６９９万８，５０４円が剰余金合計であります。 

資 本 金 と 剰 余 金 を 合 わ せ た 資 本 合 計 は 、 ６ 億 ７ ， ７ ８ ５ 万    
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４ ， ５ ９ ９ 円 、 負 債 の 部 と 合 わ せ た 負 債 資 本 合 計 は 、 ３ ７ 億    

１，３１８万１４４円で、９ページの資産合計額と同額であります。 

次に、１２、１３ページには、会計処理の基準及び手続きを注記

として記載しております。 

以上をもちまして、議案第５７号「令和２年度尾鷲市病院事業会

計決算の認定について」の説明とさせていただきます。 

なお、決算書の１４ページ以降に、決算附属書類を添付しており

ますので、ご参照のうえ、よろしくご審議賜りますようお願い申し

上げます。 

（降壇） 
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（登壇） 

（水道部長） 

議案第５８号「令和２年度尾鷲市水道事業会計未処分利益剰余金

の処分及び決算の認定について」につきまして説明いたします。 

  まず、議案の説明に入る前に、令和２年度の水道事業の概況につ

いて、説明いたします。 

 「令和２年度尾鷲市水道事業会計決算書」の１３ページをご覧く

ださい。 

令和２年度の給水戸数は９，１８８戸で前年度に比べて１０２戸

の減であり、普及率は９９．９％でございます。 

  年間総給水量は３４６万５，８４２立方メートル、前年度と比較

すると給水量で１４万８，８８４立方メ－トルの減、有収水量で４

２８立方メ－トルの増となっております。有収水量の増加は継続し

て実施している漏水修繕による漏水量の減少が主な要因と考えてお

ります。 

 「建設改良と維持管理」につきましては、上水道において大曽根、

北浦東町、泉町地内の配水管布設替工事を実施いたしました。 

簡易水道においては、三木里、須賀利、梶賀、賀田地内の配水管

布設替工事及び九鬼地内配水管改良工事、賀田第２加圧ポンプ場設

備取替工事（電気設備）を実施いたしました。 

次に、経理状況でありますが、収益的収支では、「事業収益」４億

８，２８９万７，１１３円に対し「事業費用」４億５，７４０万３，

６５７円で、差し引き２，５４９万３，４５６円の純利益を計上す

ることとなりました。 

以上、概略説明を申し上げ、議案の説明をさせていただきます。 

１ページをご覧ください。 

（１）収益的収入及び支出につきましては、収入の第１款「水道

事業収益」予算額５億１，６３２万２千円に対し、決算額は５億２，

３８８万３，８５８円で、予算額を７５６万１，８５８円上回って

おります。 

次に、支出の第１款「水道事業費用」予算額５億３０９万円に対
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し、決算額は４億９，１４３万４，２１０円で、１，１６５万５，

７９０円の不用額を生じております。 

続きまして、３ページの（２）資本的収入及び支出につきまして

は、収入の第１款「資本的収入」予算額６，３２４万７千円に対し、

決算額は６，３９０万７，８００円で、予算額より６６万８００円

上回っております。 

 次に、支出の第１款「資本的支出」予算額３億１，３９６万６千

円に対し、決算額は３億１，２０３万４，８７５円であり、不用額

は１９３万１，１２５円となりました。資本的収支において、収入

額が支出額に対して不足する額、２億４，８１２万７，０７５円は、

下段に記述してありますように当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額６８４万８，１４１円、当年度分損益勘定留保資金１

億９，６２５万４，０８２円、減債積立金４，５０２万４，８５２

円で補填いたしました。 

次に、５ページの損益計算書をご覧ください。 

 １．「営業収益」４億１，１５９万７３９円から２．「営業費用」

４億１，１８１万７，２３９円を差し引いた、２２万６，５００円

が営業損失で、これに３．「営業外収益」７，１３０万６，３７４円

を加え、４．「営業外費用」４，５４１万４，７６４円を減額します

と、経常利益は２，５６６万５，１１０円となります。 

 この経常利益から、６．「特別損失」１７万１，６５４円を減額し

た、２，５４９万３，４５６円が、当年度純利益となります。 

これに前年度繰越利益剰余金３億４，４８７万８，８８２円と、

減債積立金の取り崩しにより発生した「その他未処分利益剰余金変

動額」４，５０２万４，８５２円を加えた４億１，５３９万７，１

９０円が、当年度未処分利益剰余金となります。 

 次に、６ページの剰余金計算書をご覧ください。 

「資本金」当年度末残高は１９億８，９０５万４，６９５円とな

っております。 

「剰余金」の内、「資本剰余金」につきましては、前年度末残高と

同額の４，６８２万３８８円となります。 



- 38 - 
 

 「利益剰余金」につきましては、「減債積立金」は補填財源として

使用した４，５０２万４，８５２円を減額した１億２，５５３万５，

３２７円が当年度末残高となり、積立金の使用額と同額が「未処分

利益剰余金」に計上されます。 

「建設改良積立金」は前年度末残高と同額となります。 

「未処分利益剰余金」の当年度末残高は、先ほどの損益計算書で

説明いたしました当年度未処分利益剰余金４億１，５３９万７，１

９０円で、「利益剰余金合計」は、６億１，７３６万８，４７３円と

なります。 

次に、７ページの尾鷲市水道事業会計剰余金処分計算書（案）に

つきましては、利益の処分について本議案において一括してご審議

をお願いするものであり、当年度未処分利益剰余金４億１，５３９

万７，１９０円のうち、減債積立金として７，０００万円を積み立

て、減債積立金の取り崩しに伴い発生した「その他未処分利益剰余

金変動額」と同額分４，５０２万４，８５２円を資本金へ組入れ、

残額の３億３７万２，３３８円を翌年度へ繰越するものでございま

す。 

次に、８ページから１０ページまでの貸借対照表について、ご説

明いたします。  
まず、８ページの資産の部でありますが、１．「固定資産」は（１）

「有形固定資産」から（３）「投資その他の資産」までの合計で４９

億５，９２６万７，４１９円であります。  
２．「流動資産」は、（１）「現金預金」から（４）「その他流動資

産」までの合計で、７億４，１３４万７，８１１円で、「資産合計」

は５７億６１万５，２３０円となります。  
次に、９ページの負債の部でありますが、３．「固定負債」は（１）

企業債と（２）引当金の合計で、２４億２５０万６，８３１円とな

ります。  
４．「流動負債」は（１）企業債から（４）その他流動負債までの

合計３億２１７万５，５３４円となり、５．「繰延収益」３億４，２

６８万９，３０９円を合わせた「負債合計」は３０億４，７３７万
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１，６７４円となります。  
次に、１０ページの資本の部でありますが、６．「資本金」は、  

１９億８，９０５万４，６９５円となり、７．「剰余金」は、（１）

資本剰余金と（２）利益剰余金の合計６億６，４１８万８，８６１

円で、合わせた「資本合計」は２６億５，３２４万３，５５６円と

なります。  
負債資本の合計は、５７億６１万５，２３０円となり、８ページ

下段「資産合計」の額と一致しております。  
次の、１１ページ、１２ページは、会計処理の基準及び手続きを

注記として明示しております。 

 以上をもちまして、議案５８号「令和２年度尾鷲市水道事業会計

未処分利益剰余金の処分及び決算の認定について」の説明とさせて

いただきます。 

  なお、決算書の１３ページから３０ページまで決算付属書類を添

付しておりますので、ご参照のうえ、よろしくご審議賜りますよう

お願い申し上げます。 

（降壇） 
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（登壇） 

それでは、人事案件について説明いたします。 

議案書の１９ページをご覧ください。 

議案第６１号「尾鷲市教育委員会委員の任命について」につきま

しては、「濵口 精幸（はまぐち せいこう）」氏の任期が、本年１

０月８日に満了となることから、教育行政に関し理解があり、人格

が高潔で、教育及び文化に関し識見を有している「田中利保（たな

か としやす）」氏を新しく任命いたしたく、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律第４条第２項の規定により、議会の同意を求め

るものであります。 

何卒よろしくご審議いただき、ご承認賜りますようお願い申し上

げます。 

（降壇） 
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（登壇） 

 それでは、諮問第２号から諮問第４号までの「人権擁護委員候補

者の推薦について」につきまして説明いたします。 

 議案書の２１ページから２７ページまでをご覧ください。 

 本市の人権擁護委員は７人の委員で構成されておりますが、その

うち３人の委員が本年１２月３１日に任期満了となることから、人

格識見高く、広く社会の実情に通じ、人権擁護について理解のある

「田中利保（たなか としやす）」氏、「森浦涼子（もりうら りょ

うこ）」氏を新たに推薦し、「平山 泉（ひらやま いずみ）」氏

を引き続き推薦いたしたく、人権擁護委員法第６条第３項の規定に

より、議会の意見を求めるものであります。 

 何卒よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。 

（降壇） 
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（登壇） 

 それでは、報告案件について説明いたします。 

議案書の２８ページをご覧ください。 

 報告第５号「専決処分事項の承認について（令和３年度尾鷲市一

般会計補正予算第７号）」につきまして説明いたします。 

これにつきましては、地方自治法第１７９条第１項の規定により、

専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、議会の承認を

求めるものであります。 

令和３年度尾鷲市一般会計補正予算書（第７号）及び予算説明書

の１ページをご覧ください。 

第１条第１項にありますとおり、歳入歳出予算の総額に歳入歳出

それぞれ１，２８１万５千円を追加し、歳入歳出予算の総額を９８

億３，２９４万１千円とするものであります。 

３ページをご覧ください。 

歳入は、１５款、県支出金で、三重県知事選挙執行委託金１，２

８１万５千円の追加であります。 

４ページをご覧ください。 

歳出は、２款、総務費、４項、選挙費で、三重県知事選挙に係る

経費として１，２８１万５千円の追加であります。 

以上をもちまして、報告第５号「専決処分事項の承認について（令

和３年度尾鷲市一般会計補正予算第７号）」の説明とさせていただ

きます。 

（降壇） 
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（登壇） 

 それでは、議案書の３０ページをご覧ください。 

報告第６号「令和２年度健全化判断比率及び令和２年度資金不足

比率の報告について」につきまして説明いたします。 

これにつきましては、本市の令和２年度決算について「地方公共

団体の財政の健全化に関する法律」第３条第１項及び第２２条第１

項の規定により、監査委員の意見を付けて報告させていただくもの

であります。 

詳細につきましては、３１ページのとおり「実質赤字比率」、「連

結実質赤字比率」、「実質公債費比率」、「将来負担比率」におい

て、いずれも早期健全化基準を下回っております。 

また、公営企業においても、各会計とも資金不足が生じていない

ことを報告させていただきます。 

以上をもちまして、報告第６号「令和２年度健全化判断比率及び

令和２年度資金不足比率の報告について」の説明とさせていただき

ます。 

（降壇） 


